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・地域に日本語教室が開設或いはICT教材で、外国
人住民が日本語を習得することにより、近隣住民と
のコミュニケーションが円滑になり、孤立することが少
なくなる。

・外国人が地域住民として地域社会へ参画すること
が増え、外国人の受入れが円滑になる。

・外国人との共生が図られるとともに、ダイバーシティ効
果により地域が活性化する。

・市区町村における日本語教室の新規開設
及び日本語教室の開設困難地域について
は、ICT教材の活用により、空白地域に在住
する外国人に日本語学習機会が提供される
こと。

・日本語教室開設のノウハウが共有され、安定
した日本語教室の開設が普及すること。

「生活者としての外国人」のための日本語教室
空白地域解消推進事業

日本語教室が開催されていない市区町村（以下、空白地域）は1,133である（令和2年11月現
在）。このうち、地域住民に対する外国人比率の全国平均2.27％以上でありながら空白地域である
市区町村は155となっており、このような空白地域に在住する外国人に日本語学習機会を提供するため
の支援が必要である。

背景・課題

空白地域在住の外国人に対する日本語学習機会の提供を目的として、以下の取組を行う。
1. 地域日本語教育スタートアッププログラム
≪令和3年度採択実績≫件数：20件（継続12件（2年目5件、3年目7件）、新規8件）
・アドバイザーを派遣するとともに、日本語教室の開設・安定化に向けて支援。
件数: 30件（継続13件、新規17件）
単価: 約170万円/件 （オンライン対応経費等を追加）

2. 空白地域解消推進セミナー（1開催）、研究協議会（空白地域が多い都道府県2開催）の開催
3. ICT教材の開発・提供【日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」（通称：つなひろ）】
・日本語教室の設置が困難な地域に住む外国人が独学で日本語を習得できる学習教材（ICT教材）を開発・提供。

（生活場面の動画中心、字幕表示、文法確認、表現・語彙の確認、生活に必要な情報等。）
・14言語対応。（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピノ語、ネパー

ル語、クメール語、韓国語、ミャンマー語、モンゴル語、タイ語）
・地域に在住する外国人が自立した言語使用者として生活していく上で必要となる日本語能力を身に付けられるよう、

「日本語教育の参照枠」を踏まえて、生活場面の動画コンテンツを追加して、日本語学習教材の充実を図る。

・市区町村の日本語教室新規開設
・空白地域解消推進セミナー等の開催による
実践事例の共有

・ICT教材の拡充による学習機会の広範的
提供

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

外国人比率が全国平均以上の空白地域数の推移：（出典）文化庁日本語教育実態調査（平成30年度～令和2年度）

事業内容

令和4年度予算額（案） 132百万円
（前年度予算額 152百万円）

▼ アドバイザー派遣の支援
○地域日本語教育

プログラムの開発
○施策立案への助言
○関係機関との調整

専門家チームに
よる３年サポート

指導者養成プログ
ラムの開発、実施
に対する支援

カリキュラム・教材
の開発に対する支
援

教室運営の安定
化に向けた支援

地方公共団体による取組
日本語教育を
行う人材の育成

日本語教室の
開設（試行）

日本語教室
の運営

116 

135 

155 

平成30年度

令和元年度

令和2年度
（箇所）

【地域日本語教育スタートアッププログラム事業概要】

▼ 日本語教室の開設・安定化に向けた支援
コーディネーター、日本語教室の日本語教師、日本語教室運営のための人材
養成、教材作成等に係る経費を支援


